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１．中小企業が「脱炭素経営」に取り組む意義 

 環境省（2022）は、中小企業が脱炭素経営に取り組むメリットを５つ挙げている（図表１）。中小

企業に対して、脱炭素経営を、光熱費・燃料費削減といった経営上の「守り」の要素だけではなく、

取引機会の獲得・売上拡大や金融機関からの融資獲得といった「攻め」の要素にすることが期待さ

れている。 

 中小企業が脱炭素経営に取り組むにあたって、「何をしたらよいのかわからない」といった声が

聞かれる。これに対して、環境省は、「自社の排出量の見える化（二酸化炭素排出量を把握し、開示

する）」と「自社の排出量の削減（削減方法を特定し、対策を打つ）」の２つを挙げている。 

 ニュース＆トピックス No.2022-72（2022年８月 22日発行）では、中小企業が利用できる有用な

枠組みとして、中小企業版ＳＢＴおよび再エネ１００宣言 ＲＥ Ａｃｔｉｏｎ（中小企業版ＲＥ１

００）を紹介した。以下では、こうした枠組みへの参加の大前提となる、二酸化炭素排出量の「見

える化」にあたって、簡易に算定できるツールを紹介する。 

（図表１）中小企業が脱炭素経営に取り組む５つのメリット 

 

（出所）環境省（2022 年２月）「カーボンニュートラルに向けた地域での脱炭素経営」 
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 脱炭素経営は、中小企業にとっても、光熱費・燃料費削減といった経営上の「守り」の要素だけ

ではなく、取引機会の獲得・売上拡大や金融機関からの融資獲得といった「攻め」の要素になり

つつある。 

 簡易に二酸化炭素排出量を算定できる代表的なツールとして、経済産業省が提供する「エネルギ

ー起源二酸化炭素排出量等計算ツール」と、日本商工会議所が提供する「ＣＯ２チェックシート」

がある。 

 中小企業がいち早く二酸化炭素排出量削減に取り組むことは、取引先からの脱炭素化への要請

に応えられるとともに、競争力の観点から他社との差別化にもつながることが期待できよう。 
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２．二酸化炭素排出量の「見える化」に向けて 

 中小企業が、自社の二酸化炭素排出量を把握するために、まずは工程ごとを含めたエネルギーの

使用量（毎月の電気、ガス、ガソリン等の使用量）を算定することが重要となる。これにより、ど

の工程で無駄なエネルギーが使われているのか等を分析できるようになる。また、こうした「見え

る化」によって、どのような削減対策から取り組むべきか等の判断が可能となる。さらに、自社の

排出量を開示することで、費用対効果の高い削減対策の提案を専門機関等から受けることができた

り、気候変動対策に積極的に取り組む企業として、金融機関から有利な条件で融資等を受けたりす

る可能性が期待できる。 

 関東経済産業局（2022）は、エネルギー使用量による二酸化炭素排出量の簡易な把握の例として、

以下を示している。 

簡易な排出量算定の流れ（エネルギー起源二酸化炭素排出量の把握） 

① 排出活動の特定（電気の使用、燃料（ガス、ガソリン、灯油等）の使用等） 

② それぞれのエネルギー使用量の把握 

③ 活動ごとの排出量の算定 

エネルギー起源二酸化炭素排出量＝エネルギー使用量×排出係数 1 

 この簡易な排出量算定の流れに沿って、毎月の電気、ガス、ガソリン、灯油等の使用量を入力す

るだけで二酸化炭素排出量が算定できるツールとして、本稿では２つを紹介する。いずれも、無料

でダウンロードでき、公開されている利用マニュアルに従ってエクセルシートに入力するだけの簡

易な操作となっている。 

 
1 係数一覧は、環境省ホームページを参照（https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc）。 

（図表２）エネルギー起源二酸化炭素排出量等計算ツール（経済産業省） 

 

（出所）経済産業省ホームページ 

１．電気の入力欄
「利用マニュアル」を参照のうえ、電気を購入している電気事業者ごとに、下表の黄色セルに数値を入力してください。

係数の適用範囲

0 0

電気事業者メニュー
（係数の根拠）

基礎排出係数
t-CO2/kWh

調整後排出係数
t-CO2/kWh

基礎排出量
t-CO2

調整後排出量
t-CO2

0 0

0 0

0

0 0

使用量
千kWh

0 0

0

このツールは、エネルギー起源二酸化炭素排出量等の計算のためのツールです。「エネルギー起源二酸化炭素排出量等計算ツール
の利用マニュアル」を参照のうえ、以下のとおり使用してください。
利用マニュアルはこちら ⇒

（１）計算ツールの黄色のセルに入力してください。
（２）各数値は、事業者全体のCO2排出量を計算したい場合は事業者全体の値、特定の事業所のCO2排出量を計算したい場合は当
　　　該事業所の値について、1年度（4月～3月）の合計値を入力してください。
（３）計算ツールはエクセルで作成されており、計算式の破損防止のために、各シートには保護がかけてあります。行の追加等を行う
　　　場合は、エクセルのメニューから「校閲」⇒「シート保護の解除」を選んで解除し、作業が終了したら再度保護をかけてください。
　　　なお、シートの保護の解除にパスワードの入力は不要です。また、再度保護をかける際に、パスワードは設定しないでください。

エネルギー起源二酸化炭素排出量等計算ツール

https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/jigyo-tekio.html
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① 経済産業省「エネルギー起源二酸化炭素排出量等計算ツール」（図表２） 

  https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/keisantool.xlsx 

  なお、利用マニュアルは、以下ＵＲＬのとおり。 

  https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/toolmanual.pdf 

② 日本商工会議所「ＣＯ２チェックシート」（図表３） 

  https://eco.jcci.or.jp/checksheet 

 「ＣＯ２チェックシート」をダウンロードするためには、所属商工会議所名（空欄でも可）、事業

者・会社・団体名（必須）、メールアドレス（必須）を入力する必要がある。 

３．中小企業における「脱炭素経営」の実践に向けて 

 中小企業がいち早く二酸化炭素排出量削減に取り組むことは、取引先からの脱炭素化への要請に

応えられるとともに、競争力の観点からは他社との差別化につながることが期待できる。また、二

酸化炭素排出量の「見える化」によって削減方法を特定して対策を打つにあたっては、環境省が公

表する「中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック -温室効果ガス削減目標を達成するため

に-Ver.1.12」が参考になる。本ハンドブックでは、排出削減計画の策定に向けた検討手順が解説さ

れているとともに、具体的な中小企業の取組事例を紹介して脱炭素経営に取り組むことのメリット

を示している。 

 関東経済産業局（2022）は、地域企業がカーボンニュートラルに取り組むポイントとして、以下

の３つを挙げている。 

 ① 外部環境の変化を的確に捉える 

  ⇒ 将来の脅威に対して計画的に行動 ex.将来的な自動車の電動化を踏まえた業態転換等 

 ② 生産性向上・コスト削減につなげる 

  ⇒ 高効率機器の導入や徹底的な省エネの推進・現場改善 等 

 ③ 新技術やアイデアを企業の成長につなげる 

  ⇒ 新たな技術革新ニーズへの対応などカーボンニュートラル産業への参入 等 

 
2 https://www.env.go.jp/content/900440895.pdf を参照。 

（図表３）CO2 チェックシート（日本商工会議所） 

 

（出所）日本商工会議所ホームページ 
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 このように、中小企業の脱炭素経営は、時代の要請への対応に加えて、地域経済の成長を担う役

割としても期待されているといえよう。 

                                        以 上 
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